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１ 総則  

（１）要求水準書の位置付け  

本書は、社会福祉法人 敦賀市社会福祉事業団（以下、「事業団」という。）が松原こ

ども園（仮称）建設工事（以下、「本工事」という。）の受注者に要求する業務の水準を

示すものである。本書の要求水準は、応募者の募集から、受注者の決定、事業期間終了

まで遵守されるものである。又、本書は本工事の入札に参加しようとする者に交付する

公告等と一体のものとする。  

なお、本書で使用する用語の定義は、同一の名称によって公告等において使用される

用語の定義と同じものとする。  

  

ア 本書に示す要求水準は、事業団が本工事に求める業務の内容及び整備する施設の

守るべき基準を規定するものである。  

イ 要求水準は、原則として事業団が要求する基本的な業務の内容や整備する施設の

機能と性能を規定するものであり、具体的仕様及びそれらを構成する個々の手法や

工法、機器等については、受注者が要求水準を満たすように提案を行うものとす

る。  

ウ 本書において具体的な仕様等を規定しているものは、見積条件の基準をそろえる

ために示したものであり、その決定については、同等以上の性能を有することを条

件に、事業期間中に事業団との協議により決定する。  

エ 上記アからウに示すほか、技術提案書として提案された内容も業務の過程におい

て事業団との協議により具体的仕様その他を決定する。  

オ 具体的な仕様が規定されていない事項については、本工事の趣旨を踏まえ応募者

の経験及び技術的能力を活用して、効率的かつ効果的な施設整備が行えるよう配慮

された提案を行うものとする。  

カ 技術提案書に対して要求水準書を優先するが、技術提案書に記載された性能又は

水準が要求水準書に記載された内容を上回るときは、技術提案書の記載を優先する

ものとする。  

     

２ 施設・整備計画  

（１）基本事項    

ア 建設場  

      ・建設場所    敦賀市松島１３０号１番３、１番１１０、１番１１１の一部  

      ・敷地面積    約 6，491.87 ㎡ （実施要項 第 1 の１（３）の別図参照)  

       敷地については受注者が費用負担の上、必要な確認、測量等を行うこと。  



・地域地区等  都市計画区域内 

・用途地域   第１種住居地域 

・建ぺい率   ６０％ 

・容積率    ２００％ 

      ・垂直積雪量  １７５㎝（積雪単位荷重 30Ｎ/㎝･㎡以上）  

      ・地盤状況    スクリューウエイト貫入試験を実施予定であり、７月中旬に調 

査結果は公開する見込みである。尚、近隣類似地区の調査資料

は希望があれば参考として貸与する。又、本工事において別途調

査が必要な場合は、受注者の費用負担のうえ調査を行うこと。  

イ 定員構成  

・園児数    150 人 

 計 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 

1 号 11    3 3 5 

2･3 号 139 9 18 24 28 30 30 

・職員数   約 25 人程度 

ウ 施設規模等  

       ・園 舎       延べ面積約 1,400 ㎡程度  

      ・職員駐車場  ３５台（多目的駐車場１台分を含む） 

    ・保護者駐車場 送迎場所及び 5 台程度の駐車場 

      ・駐輪場      ５台  

        ・ごみ収集庫  1 箇所 

    ・園庭     ８００㎡程度 

 

（２）整備水準  

ア 耐震安全性  

耐震安全性の分類は、以下の水準を満足させること。  

・構造体            Ⅱ類  

・建築非構造部材    Ｂ類  

・建築設備          乙類 

イ 省エネ性能  

省エネ性能は、建築物省エネ法の基準を満たすこと。  

 

（３）必要諸室の仕様及び面積  

表１に必要諸室の仕様及び面積等を示す。ただし、表中の仕様及び面積は想定のた

め、提案に応じて変更することは可能とする。  



表 1 所要室一覧 

室名等  数  
面積  

(㎡)  

合計  

(㎡)  
備 考  

保育室（0 歳児）  1   40  40   
・室内に手洗いを設ける。  

・収納を設ける。 

・ほふく及び午睡用スペースを設ける。(兼用) 

・床面積は両室とも一人当たり 3.3 ㎡の 

有効面積を確保する。 
保育室（1 歳児）  1   70   70   

調乳室・沐浴室 
1 20 20 

・調乳、沐浴設備を設ける。  

・汚物入れ置場を設ける。 

保育室（2 歳児）  1   70   70   

・室内に手洗いを設ける。  

・収納を設ける。 

・床面積は一人当たり 1.98 ㎡の有効面積を確保する。 

保育室（3 歳児） 2   50   100   ・室内に手洗いを設ける。  

・収納を設ける。 

・床面積は一人当たり 1.98 ㎡の有効面積を確保する。 

・各年齢 2 室の間は可動間仕切りとする。 

保育室（4 歳児） 2   50   100   

保育室（5 歳児） 2   50   100   

会議室（相談室・支援室）  1   40   40   ・相談室・支援室は可動間仕切りとする。 

遊戯室  1   200   200   ・ステージを設置する。・器具庫を設ける。 

職員室  1   65   65   

・打合せスペース設ける。  

・書庫置き場を設ける。 

・フリーアドレスデスクの対応を考慮する。 

休憩室 1 20 20 ・リラックスできる環境に配慮する。 

湯沸室 1 10 10 ・手洗い場を設ける。・冷蔵庫の設置を考慮する。 

保健室 1   15   15    

更衣室（女性） 1 20 20  

更衣室（男性） 1 10 10  

給食室（厨房） 1 90 90 ・専用トイレ ・休憩室込みとする。 

トイレ（乳児用） 2 15 30 ・使用可能な便器及び手洗いを設ける。 

・汚物入れ置場及びシャワーを設ける。 

・洗濯機の置場を設ける。 

トイレ（幼児用） 2 15 30 ・仕切り及び扉を設ける。 

・使用可能な便器及び手洗いを設ける。 

・汚物入れ置場及びシャワーを設ける。 

トイレ（成人女性用） 2 15 30 ・多目的トイレを一箇所設ける。 

トイレ（成人男性用） 1 5 5  

玄関 1 100 100 ・下駄箱を設ける。 

・散歩用バギー等の収納スペースを設ける。 

収納・倉庫 1 80 80  

 

廊下   160 ・掲示空間、展示スペースを設ける。 

 

合計   1,405  

※各室の面積は参考とする。 



（４）施設設備計画 

ア 一般事項 

・省エネルギー、省資源、ランニングコストの抑制を考慮した計画とすること。  

・機器の更新性、メンテナンス性を十分に考慮し、建設後２０年程度はメンテナ

ンスフリーの計画とすること。 

・降雪期においても利用者が安全に使用できるよう十分に配慮すること。 

・火災等の緊急時に安全かつ迅速に避難できる計画とすること。 

イ  建築計画 

・日影や音に対して、周辺の住環境に配慮した配置とすること。 

ウ 電気設備計画  

・敷地内に受変電設備を整備し、敷地内への電力供給源とすること。  

・照明設備は、LED 照明器具を主体とするとともに、メンテナンスの容易なもの 

     とすること。また、適宜外灯を設けること。  

・コンセントやスイッチ等は、室内レイアウトを想定した使い勝手のよい配置と 

すること。  

・保育室、会議室、遊戯室、職員室、休憩室、保健室、調理室、収納・倉庫には 

インターネットへの接続可能な Wi-Fi 環境を設けること。その際、30 人程度が 

同時にオンライン研修（ZOOM 等による相互通信）を受ける場合においても 

支障なく通信できる仕様とすること。  

・保育室、会議室、遊戯室、職員室、休憩室、保健室、調理室、収納・倉庫に 

は、電話設備及びテレビ（CATV）が視聴可能な設備を設置する。  

・職員室から各室（玄関、廊下、野外を含む）へ放送が可能な放送設備を設置す

ること。 

・遊戯室に音響設備を設置すること。 

・緊急呼出ボタンを必要箇所に設置し表示装置を職員室に設置すること。 

・正面玄関にカメラ付きドアフオンを設置し職員室にモニターを付き親機を設置 

     すること。 

・監視カメラを必要箇所に設置し職員室でのモニターによる一元管理とすること。 

・機械警備保障設備を設置できるよう配管を設置すること。 

・関係法令に基づき必要な消防設備等を設置するとともに、その他利用上必要と 

考えられる設備についても、応募者提案のうえ設置すること。  

エ  機械設備計画  

・冷暖房設備は、全館的に設けるものとし、空調方式はライフサイクルコスト、 

省エネ性等を総合的に評価し、最適なものを提案すること。  

・各室の冷暖房設備は、職員室からも電源の入り切りが行えるようにすること。  



・給排水設備や給湯設備は、敷地や周辺状況を考慮のうえ提案すること。  

・関係法令に基づき必要な消防設備等を設置するとともに、その他利用上必要と 

考えられる設備についても、受注者提案のうえ設置すること。 

オ  厨房設備計画  

・園児、職員の給食を調理するために必要となる設備を整備すること。  

・火災等の緊急時にも迅速かつ円滑な対応がとれる配置計画とすること。  

・厨房設備は「表２ 厨房機器一覧」を参考に、機器の使用に必要となる給排水

設備、給湯設備、食器を洗浄する設備のほか、電源等を設けること。  

・ドライシステム仕様とすること。  

・検収室は、食品を受領・検品するスペースとし、検品する棚、冷蔵庫、冷凍庫

を設置すること。食品の搬入、調理に配慮した配置とすること。  

・食品庫には、食材を管理するための棚を設置すること。  

カ 屋外施設の整備・ 仕様 

・敷地を区切るフェンス等を必要に応じ設置すること。 

・園に係る AS 舗装等を実施すること。 

・職員駐車場を設置すること。 

・送迎場所（駐車場)を設置すること。 

・園庭を設置すること。（園庭の客土及び洗い場等の設置を含む。)  

・敷地内の雨水を適切に処理できる排水計画とすること。  

・自転車置場（照明を含む）を設置すること。 

・ごみ収集庫等を設置すること。 

・その他、植栽等の外構計画は提案による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表２ 厨房機器一覧 

番

号 
機器名 仕様・参考品番 サイズ W×D×H 数 

 1 シェルフ キャンブロ ４段 CPU184264V4N 1070*460*1630 2 

 2 調理台 ドライ式 800*600*850 1 

 3 ＦＥクリーン水 フクシマガリレイ FES－12L 250*210*320 1 

 4 二槽台付シンク ドライ式 1800*600*850 1 

 5 包丁まな板殺菌庫 フジマック FSCDT7560B ドライ式 750*600*850 1 

 6 調理台 ドライ式 692*600*850 1 

 7 シェルフ キャンブロ 4 段 CPU143664V4N 910*360*1630 1 

 8 電気消毒保管庫 フジマック FEDBW20 900*950*1900 1 

 9 冷凍冷蔵庫 フクシマガリレイ GPD122PM7 1200*840*1950 1 

10 コンビオーブン フジマック FICC101E 架台付 847*776*1715 1 

11 調理台 ドライ式 600*600*850 1 

12 炊飯ジャー パナソニック SR-PGC54A 3 升炊き 502*429*410 2 

13 炊飯台車  450*450*100 1 

14 ブラストチラー フクシマガリレイ QXF-005SFLT  750*750*850 1 

15 検食冷蔵庫 サンデン・リテールシステム VF-K120X 460*585*1110 1 

16 一槽台付シンク ドライ式 1050*600*850 1 

17 コールドテーブル冷蔵庫 フクシマガリレイ LRC-120RX-F ドライ式 1200*600*850 1 

18 包丁まな板殺菌庫 フジマック FSCDT7560B ドライ式 750*600*850 1 

19 調理台 ドライ式 460*600*850 1 

20 ガス式フライヤー フジマック FGF10TC 370*600*265 1 

21 段付き調理台 ドライ式 750*600*850 1 

22 卓上ガステーブル リンナイ RSB-210SV 220*570*201 1 

23 ガステーブル フジマック FGTNS096021 900*600*850 1 

24 ガステーブルローレンジ フジマック FGTLS0660 600*600*450 1 

25 コールドテーブル冷蔵庫 フクシマガリレイ LRC-150RX-F ドライ式 1500*600*850 1 

26 コールドテーブル冷蔵庫 フクシマガリレイ LRC-120RX-F ドライ式 1200*600*850 1 

27 盛付台 ドライ式 戸棚付 1200*600*850 1 

28 折りたたみ式ワゴン 金沢車両 KEAM-3 763*505*958 1 

29 電気消毒保管庫 フジマック FEDBW30 1300*950*1900 1 

30 ソイドシンク ドライ式 1500*750*850 1 

31 食器洗浄機 日本洗浄機 SD82E6B 600*605*1340 1 

32 クリーンテーブル ドライ式 1500*750*850 1 

※上記の厨房機器一覧は一例であり、メーカー品番は参考とし同等品で可とする。 

※別設備機器での提案も可とする。 

 

 

 

 

 



３ 業務の範囲  

本業務の範囲は、以下のとおりとする。 

（１）設計業務  

ア 基本設計業務 

イ 実施設計業務  

ウ  工事監理業務 

（２）その他、付随業務 

ア  事前調査業務  

イ  各種関係機関との調整業務  

ウ  許認可等申請業務  

   エ  検査業務 

（３）施工業務 

建築本体部分と外構部分の扱いは原則、以下のとおりとし、提案内容を踏まえて協

議の上決定することとする。  

ア  建築本体部分として扱うもの（本業務の対象となるもの）  

     建物と一体となった部分（屋外階段、犬走り、スロープ、玄関ポーチ、手すり 

等）、設備工事及び設備機器（空調、給排水、衛生、厨房機器、電気を含む） 

イ  外構部分として扱うもの （本業務の対象となるもの） 

        ２のカ及び簡易な擁壁、土留め、砂利敷き、縁石、花壇、植栽等 

 

４ 業務に関する要求水準  

（１）設計業務  

ア 設計業務の進め方  

・受注者は、実施要項、要求水準書及び技術提案書に基づき仕様を決定するこ 

と。  

・受注者は、事業団からのヒアリング等、整備計画、維持管理に係る内容につい

て関係者の意見集約に協力するとともに、設計への反映を検討すること。  

・所要室及び面積は「２ 施設・整備計画」に基づくが、諸室の使い勝手等によ

り事業団が指示した場合は、全体の事業費の範囲内で変更を行うこと。 

・受注者は、事業全体にかかる工程表及び設計業務に係る工程表を適切な時期に 

監督職員に提出すること。  

・そのほか監督職員の求めに応じて必要な検討、資料作成を行うこと。  

イ 基本設計業務  

・受注者は、要求水準書、技術提案書及び施設管理者とのヒアリング等に基づく 



設計条件等を事業団と協議のうえ、整理すること。  

・受注者は、計画に関する法令及び条例上の条件を調査・整理し、事業団に報告 

すること。  

・受注者は、上下水道、電力、通信等の供給状況等を調査し、必要に応じて関係 

機関と打ち合わせを行い、事業団に報告すること。  

・受注者は、各諸条件の整理を行い、事業団と協議のうえ、基本設計図書を作成 

し、事業団の確認を得ること。  

ウ 実施設計業務  

・受注者は、基本設計後の状況の変化及び具体の検討によって、設計条件に変更

が生じる場合は、事業団と協議すること。   

・受注者は、着工するまでに実施設計図書を事業団に提出し、事業団の承諾を得 

ること。実施設計図書の作成は適用基準に基づくこと。  

・提出する実施設計図書については、事業団と協議のうえ決定する。  

エ 設計に係るその他の業務  

・受注者は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）、建築物のエネルギー消費性 

能の向上に関する法律（平成 27 年法律第 53 号）、消防法（昭和 23 年法律第

186 号）等の各種法令・条例にかかる必要な書類を作成、申請及び手続きを行

うこと。 

なお、手続きに要する費用は受注者の負担とする。  

     ・受注者は、以下の内容にて請負代金内訳書及び数量積算書を作成し、提出する   

こと。  

・数量根拠は、公共建築工事積算基準、公共建築数量積算基準、公共建築設備数

量積算基準によること。  

・内訳書は営繕積算基準書により作成し、印刷物と電子データ（EXCEL）を提出

すること。  

・各単価については、参考見積を徴収するなど単価根拠を明確にし、参考見積書

等単価根拠についても提出すること。 

・受注者は業務の内容や進捗等について、事業団と適宜打合せを実施すること。  

・その他必要な事項については、受注者と事業団の協議により決定する。     

  

（２）工事監理業務  

・工事監理者（以下、「監理者」とする。）は、工事施工者（以下、「施工者」とす

る。）が提出する工程表について、工期及び設計図書に定められた品質の確保につ

いて検討し、品質が確保できないおそれがある場合は、施工者に対して修正を指示

し、その他必要な措置についてとりまとめ監督職員に報告すること。  

・監理者は、施工者が作成し、提出する施工図、製作見本、見本施工等が設計図書の



内容に適合しているかについて検討し、適合していると認められる場合には承諾

し、その旨をまとめて監督職員に報告すること。  

・上記検討の結果、適合しないと認められる場合には、設計図書に定められた品質を

確保するために必要な措置を施工者に指示し、監督職員に報告すること。  

・監理者は、設計図書の定めによる工事材料、設備機器等（当該材料、機器等に係る

製造者及び専門工事業者を含む。）及びそれらの見本が設計図書の内容に適合してい

るかについて検討し、適合していると認められる場合には承諾し、その旨をまとめ

て監督職員に報告する。  

・上記検討の結果、適合しないと認められる場合には、設計図書に定められた品質を

確保するために必要な措置を施工者に指示し、監督職員に報告する。  

・監理者は、施工者が行う工事が設計図書の内容に適合しているかについて、目視に

よる確認、抽出による確認、工事の受注者等から提出される品質管理記録の確認等

により確認を行うこと。  

・監理者は、上記確認の結果、工事が設計図書のとおりに実施されていると認められ

る場合には、その旨を監督職員に報告すること。また、上記確認の結果、工事が設

計図書のとおりに実施されていないと認められる箇所がある場合、又は監督職員か

ら適合していない箇所を示された場合には、設計図書に定められた品質を確保する

ために必要な措置を施工者に指示し、監督職員に報告すること。  

・監理者は、工事と設計図書との照合及び確認をすべて終えた後、業務報告書及び監

督職員が指示した書類等の整備を行い、監督職員に提出すること。 

・その他必要な事項については、受注者と事業団の協議により決定する。  

 （３）工事施工業務  

・工事施工業務は適用基準等に基づき実施すること。  

・施工者は、施工計画書、品質管理計画書、施工報告書、材料報告書等を作成し、工

事監理者の承諾を得ること。  

・工事に伴い想定される騒音、振動、悪臭、粉塵、交通渋滞等については、近隣住民

の生活環境に与える影響を勘案し、合理的に要求される範囲の対応を講じて影響を

最小限に抑えるための工夫を行うこと。  

・近隣住民等に対して、工事内容を十分に周知して理解を得るとともに、作業時間に

ついても了承を得ること。   

・施工者は、全体施工工程表、月間工程表等を適切な時期に監理者及び事業団に提出

すること。  

・施工者は、施工体制台帳及び施工体系図を提出すること。  

・施工者は、総合図、製作図、施工図、完成図等を作成し、監理者の確認、事業団の

承諾を受けること。  

・施工者は、工事状況を事業団に毎月報告するほか、事業団から要請があった際は、



施工の事前説明及び事後報告を行うこと。  

・事業団は、随時、施工状況の確認を行うことができるものとする。  

・施工者は、工事を円滑に推進できるように、必要な工事状況の説明及び整備を十分

に行うこと。  

・施工者は、施工時、検査時及び施工完了時等に、要求水準書、技術提案書との整合

確認書を提出し、監理者の確認を受け、事業団の承諾を得ること。事業団は必要な

場合は、施工者に要求水準書及び技術提案確認書との整合確認を求めることが出来

るものとする。  

・その他必要な事項については、受注者と事業団の協議により決定する。  

  

（４）その他  

・別途発注する外構工事と安全管理や工程管理等について支障のないよう施工者間で

十分調整のうえ施工を行うこと。  

・受注者は、工事完了後引渡し前に、化学物質の室内濃度測定を行い、室内濃度が厚

生労働省の基準値以下であることを確認し、事業団に報告すること。  

・受注者は、事業団が本工事についての交付金申請等を行う場合は、必要となる資料

作成に関して支援すること。  

・本工事の工事着手から引渡しまでの工事範囲部分の電気、上下水道、ガス及び通信

等の使用料金（基本料金を含む。）並びにそれらの引込申請料は、すべて受注者の負

担とする。  

・受注者は、営繕工事写真撮影要領（国土交通省大臣官房庁営繕部整備課）に基づき

工事写真の撮影及び整理を行い、提出すること。  

・受注者は、本工事に関する事業団への監査、会計検査等が実施される場合には、工

事完了後も含めて、資料作成、指摘事項への対応等協力をすること。  

・本工事に係る発注者による検査は次のとおりとする。受注者は、検査時に必要な成

果品及び関係書類等について監理者の確認及び監督職員の承諾を受け、事業団が指

定する検査職員による検査を受けること。検査に合格しない場合、部分払及び完成

払等を行うことはできない。また、受注者は事業団による検査に先立ち自主検査を

行うこと。  

ア 建て方完了時  

イ  本施設の完成  

ウ  上記のほか、その後の工程により不可視となり確認ができなくなるもの等と 

して事業団が指示する時点  

  

（５）関係法令・適用基準  

・受注者は事業を実施するにあたり、構築物の敷地、建築物、構造及び建築設備に関



する法律並びにこれに基づく命令及び条例を遵守すること。これらのほか、本工事

に関連する法令等を遵守し、必要となる許認可の取得、届出、点検、その他の法令

で定める事項を受注者の責において実施すること。許認可等に要する費用は一切受

注者の負担とする。なお、各基準は最新のものを参照すること。  

・要求水準書等に記載がない事項については、原則として以下の適用基準による。な

お、技術革新等に伴い、事業団が必要と認めたもの（工法、使用材料、設備機器、

検査方法等）については、適用基準の適用対象外として扱うことができるものとす

る。また、原則として、適用する基準等は、すべて公告時点における最新版とし、

契約締結後の改定については、その適用について発注者と協議により決定するもの

とする。  

    

適用基準  

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

・建築設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課）  

・建築構造設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課）  

・構内舗装・排水設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課）  

・建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課）  

・建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課）  

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編、機械設備工事編）  

（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課）  

・木造計画・設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

・公共建築工事積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

・公共建築数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

・公共建築設備数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）  

（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

・公共建築木造工事標準仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

・建築工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）  

・電気設備工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）  

・機械設備工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 


